
ポリオの予防接種（Photo: 今村 健志朗 / JICA）

インドネシアに対する日本の協力の足跡

保健医療・社会保障

概観 成果
保健医療・社会保障セクターでは、1960年代後半より、病院整
備や保健医療人材育成の強化を通じ、医療サービス提供の基盤
づくりを重点的に支援した。1980年代以降になると課題別の
支援に重点を移し、家族計画、母子保健、地域保健、感染症対策、
医薬品・食品安全等、時代のニーズに沿った保健システムの強化
を支えた。他方、地球規模課題である新興感染症に対しては、ヒ
トへの鳥インフルエンザ感染確認直後に緊急援助隊を派遣し、
ニーズに基づいた技術協力を継続した。現在は科学技術協力事
業を通じた感染症対策にも取り組んでいる。

社会保障充実のニーズに対しては、1990年代に国立障がい者
職業リハビリテーションセンターの設立・運営支援を通じ、障が
い者の社会進出に貢献した。2014年に国民皆保険制度が開始
されたのちには、日本の社会保険制度と運用の経験を共有した。
インドネシア側から高い関心が寄せられたことから、社会保険
労務士資格制度の本格導入支援を開始している。

インドネシアの保健・医療セクターの指標は改善傾向にあるこ
となどから、日本の支援規模は縮小傾向にある。しかしながら、
感染症と非感染性疾患による二重疾病負担や、生活習慣病及び
高齢化等、日本との共通課題も予測されており、日本の経験を活
かした協力が求められている。

●1960～70年代を中心に、国立Aクラス病院5施設、国公立
のB・Cクラス病院13施設の整備を通じ、医療サービス提供の
基盤づくりに寄与した。さらに、看護教育施設や4大学の医学
部の教育システムを整備し、医療人材の育成にも貢献した。

●母子健康手帳の活用が制度化され、全国34州の妊産婦の約
80%（2016年保健省）に普及した。これにより母親の知識の
向上、母子保健サービスの受診を促進した。

●ポリオ・麻疹ワクチンの国内製造が可能となり、ポリオワクチ
ン4,300万ドース、麻疹ワクチン3,280万ドースを国内に供
給している（2016年）。さらにプロジェクト終了後には、ユ
ニセフを通じた供給を含め、ポリオワクチン16億ドース、麻
疹ワクチン2,100万ドースを世界136カ国へ輸出している

（2015年）。

●国立障がい者職業リハビリテーションセンターの整備により、
2016年までに修了生1,943名を輩出、うち64%が就職し、
障がい者の社会進出に貢献している。

●家族計画、母子健康手帳活用、ワクチン製造、障がい者職業リ
ハビリテーションの分野で南南協力に発展した。

ボゴールの国立障がい者職業リハビリテーションセンターにおける、
縫製コースの実習風景

母子健康手帳の導入と日本の協力（1993 ～2017年）

インドネシアの母子健康
手帳は地域の文化や習慣
を考慮し、州によっては独
自の表紙に変えて発行さ
れている

母親学級にて、母子健康手
帳のフリップチャートを用
い、栄養のある食事について
説明する保健ボランティア

母子健康手帳導入の端緒は、インドネシア人医師がJICAの
研修で日本を訪れて日本の母子健康手帳に出会い、インド
ネシア版母子健康手帳の開発を強く希望したことであった。
JICAの協力の下、1994年より母子健康手帳が導入され、
2004年には、妊娠中の母親に母子健康手帳の使用を奨励す
る保健大臣令が発令され、2006年には全国33州で配布さ
れた。保健省の調査によると、母子健康手帳を利用している
母親は、利用していない母親と比べ、専門技能者の介助によ
る出産の選択、産前・産後健診と予防接種を受けることが確
認されている。さらに、2007年に開始した第三国研修を通
じて他国の母子健康手帳導入・普及に貢献しており、インド
ネシアの経験を活かした研修の充実が目指されている。
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1: インドネシア国生物学研究センター（Photo: 今村 健志朗 / JICA）
2: 森林地帯周辺住民イニシアティブによる消火訓練（Photo: 谷本 美加 / JICA）
3: マングローブ情報センターのマングローブ林内遊歩道と植林地（Photo: 今村 健志朗 / JICA）

インドネシアは豊かな熱帯雨林と生物多様性を誇る、世界の気
候変動と生物多様性課題解決の鍵を握る国である。気候変動
対策・自然環境保全セクターにおける日本の協力は、1970～
1980年代には、木材供給の観点から林業開発の案件が多かっ
たが、1990年代に入ると生物多様性問題への国際的な関心の
高まりから、1990年代半ばに西ジャワ州ボゴール県に生物学
開発研究センターが建設された。また、インドネシアは世界のマ
ングローブ林の25％を保有しており、豊かな生態系を育むだけ
でなく、二酸化炭素の吸収・固定源として緩和的な効果や、天然
の防波堤という防災機能が地球温暖化の適応策にもなるため、
日本は1990年代から20年以上にわたりマングローブ保全の
支援を行ってきた。このほか、1980年代末より、バリ島におい
て海岸保全事業、1990年代半ばから、森林火災予防への支援
も長年実施してきた。

気候変動についての国際的な関心が高まるにつれ、インドネシ
アでも日本の気候変動対策支援が2000年代に入って本格化し
た。インドネシアは世界に先駆けて、2008年から気候変動対
策の円借款が実施された国であり、二国間クレジット制度（JCM）
やREDD+などの支援も行ってきた。SDGsも踏まえて、引き
続きパートナーとしての協力を継続していく。

（補足）
REDD+とは途上国における森林減少と劣化の抑制や持続可能な森林経営など
を推進することにより、森林からの温室効果ガスの排出量削減あるいは森林吸収
量を増大させる活動にインセンティブを与える気候変動対策。

インドネシアに対する日本の協力の足跡

成果概観
●気候変動対策プログラムローンをはじめとする気候変動対策

支援は、インドネシア政府内の気候変動の主流化や気候変動
対策の能力向上に寄与した。

●生物学開発研究センターが建設され、同国の生物多様性の研
究に大きく貢献した。同センターの動・植物、微生物の標本館
は、生物多様性研究・保全のために活用されている。植物乾燥
標本数はプロジェクト開始前（2003年時点）2万点であったが、
終了後（2010年時点）には、73万点強まで増加した。

●森林保護・保全地域を政府が住民と一体となって管理する
方策が打ち出され、住民参加による予防と消火の能力開発
に貢献した。日本の消防団をモデルとした地元に根付いた
Manggala Agni（消防団）が設置された。

●マングローブ情報センター（MIC）が設立され、マングローブ
関連の研修、環境教育、エコツーリズムなどが普及した。研
修参加者が地元で植林した結果、全国で4,000ヘクタール
にわたる面積が植林された。またその知見は後続案件により
ASEAN諸国にも共有された。

●観光地バリ島において、クタ、サヌール、ヌサドゥア海岸の浸食
防止・回復及びタナロット寺院の岸壁補強工事等を行い、観光
振興に貢献した。

気候変動対策・自然環境保全
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インドネシアの気候変動対策では、特に森林・土地利用分野
からの温暖化ガス排出が最も大きい割合を占めているため、
森林をどのように活用・保全していくかが重要である。JICA
は、2007年から2009年まで気候変動に関する「政策マト
リックス」の作成を支援し、気候変動対策プログラムローン

（CCPL）を供与した。これにより温室効果ガス排出削減国家
計画や国家適応計画の策定など気候変動対策の主流化が進
み、森林管理、地熱発電促進などの緩和分野、防災、農業、
水資源管理、海洋水産といった適応分野でも進展が見られた。
二国間クレジット制度（JCM）も立ち上げられ、温室効果ガス
削減技術・製品・システム・サービス・インフラ等がインドネシ
アへ移転され、排出削減分の一部が、日本の削減目標の達
成に活用される予定である。

気候変動対策プログラムローン
（2008～ 2010 年）

気候変動対策能力強化プロジェクト
（2010～ 2015 年）

低炭素型開発のためのキャパシティ・ディベロップメント
支援プロジェクト（2014～2017年）

2

3

1



インドネシアに対する日本の協力の足跡

さまざまなアクターによる協力

中小企業の海外展開支援 青年海外協力隊
(JOCV: Japan Overseas Cooperation Volunteers)中小企業海外展開支援事業は、日本の中小企業が有する

優れた技術・製品を開発途上国の開発に活用し、開発課題
の解決に貢献することを目的として、2012年からODAの
一環として開始されました。事業性の熟度に応じた３つの
支援スキーム（基礎調査、案件化調査、普及･実証事業）が
あり、インドネシアではこれまでに、水の浄化・水処理、農業、
防災・災害対策、環境・エネルギー、廃棄物処理などの分野
を中心に、計89案件が採択・実施されています（下表）。

これらのスキームを通じ、日本の中小企業の技術・製品が
多くの途上国政府の事業やODA事業に活用され、また市
場を通じて広まり、開発課題が解決されることが目標です。
同時に、中小企業の海外事業展開が進むことで、双方が
Win-Winの関係となることを目指しています。

青年海外協力隊事業は、1965年4月に日本政府の事業と
して発足しました。インドネシアでは、1987年に43カ国目
として派遣取極が締結され、1988年より3名（看護師2名、
柔道1名）の隊員が派遣されました。以来、野菜栽培、家畜
飼育等の農林水産、日本語教育、環境教育等の教育、看護
師・助産師等の保健医療、料理・青少年活動等の文化、そし
て柔道・体育等、約90以上の職種で、2016年までの累計
派遣隊員数は708名に及んでいます。1998年からは、シ
ニア海外ボランティアの派遣も始まり、看護教育、船舶機関、
養殖、品質管理、金属加工、教育行政・学校運営等、多職種で、
2016年までに累計256名が派遣されてきました。

隊員は、現地の人々と共に生活し、同じ目線で課題解決に
貢献する活動を行い、またインドネシアの文化を体験する
過程で、お互いに相手を知ろうとコミュニケーションが生
まれ、相互理解につながってきました。ボランティア事業
を通して、多くの交流が生まれ、インドネシア、日本両国
の強い絆を作り、帰国後はその経験を日本の地域の発展や
課題解決に役立てることを目指しています。

●中小企業海外展開支援の例

●インドネシアにおける中小企業海外展開支援事業の分野別実施件数

●ボランティア派遣 分野分類別・人数実績(JICAデータより作成)

出所：JICAウェブサイト（https://www2.jica.go.jp/ja/priv_sme_partner/index.php）より作成

（2018年1月時点）

”下水管路建設における推進工法技術の普及･実証事業（平成24年度）”
資料提供： (株)イセキ開発工機

人的資源
34%(242人)

保健医療
28%(200人)

公共・公益事業
3%(23人)

社会福祉
1%(6人)

その他
3%(20人)

農林水産
12%(82人)

商業・観光
1%(10人)

鉱工業
7%(49人)

計画・行政
11%(76人)

人的資源
25%(65 人)

保健医療
7%(18人)

鉱工業
21%(54 人)

公共・公益事業
17%(43 人)

社会福祉
2%(4人)

その他
1%(3人)

計画・行政
6%(16人)

農林水産
10%(26 人)

商業・観光
9%(22人)

エネルギー
2%(5人)

青年海外協力隊

シニア海外ボランティア

水の浄化・水処理

環境・エネルギー

農業

廃棄物処理

防災・災害対策

その他

計

計

23

12

15

12

14

13

2016年度

2

4

-

4

2014年度

2

4

4

2

2013年度

3

1

1

3

2017年度

9

-

4

4

3

3

2015年度

5

2

1

1

12 237 15 14 8918

2012年度

2

-

343 11

124 22

2

-

• 爆発的な人口増加に対応するため、下水道などの地下インフラの整備が急務

• 交通渋滞への影響を極小化する必要性があり、なるべく開削しない工法へニーズあり

• 現地関係者の工法に関する理解の向上、下水道整備における本工法の採用計画の推進 

• 提案企業をはじめとする日本企業による、現地公共事業（洪水抑制のための地下管路敷設）
への参画

[ 提案企業の技術 ]

•推進工法とは、地面を大幅に切り開くことな
く地下管路を敷設できる技術

• 推進工法自体は現地にも既にあるが、
掘り進めるのは短距離かつ直進のみ

• 提案企業は、日本の高度な測量技術や施工技術に
より、長距離の掘進、カーブ掘進を可能にする

[ 事業の内容 ]

• 現地政府関係者への当該工法・技術の説明（セミナー等）

• 機材の適切な活用や適切な工事発注のための現地でのデモ施工

インドネシアのニーズ

事業の成果

企業の技術と事業の内容
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南南・三角協力
開発が比較的進んでいる途上国が、自国の開発経験や人
材などを活用して、開発が進んでいない途上国に対して援
助を実施することを「南南協力」、その取り組みを先進国な
どが支援することを「三角協力」と呼んでいます。

インドネシアには非同盟運動のリーダーとして、アジア・ア
フリカ地域に対する南南協力を実施してきた長い歴史が
あります。1960年代初めからインドネシアでの経済協力
を始めた日本ですが、1981年には第三国研修を通じた三
角協力を開始しています。こうした取り組みは、インドネシ
ア関係者に自信を与えるとともに、双方向の学び合いの場
となってきました。

バ ンドン 会議50周年 を 記念 する首脳会議 を 契機に、
2006年には外務省に技術協力局が設置され、まずパレ
スチナ自治政府の能力強化を支援する技術協力が始まり
ました。G20加盟後は、”開発途上国の声を代弁する国”と
しての自覚も高まり、2010年には国家調整委員会が設置
され、これまで各省庁がそれぞれ実施してきた南南協力を
一元的かつ戦略的に活用しようとする援助庁設立に向け
た取り組みが始まりました。日本は三角協力の経験を踏ま
え、同委員会に対する支援を行っています。

インドネシアの強みは、まだ色褪せていない自国の経験を
伝えられることです。支援される側から見て、近未来が見
える良さがあります。例えば、何十年も昔に母子健康手帳
を開発した日本には、開発のプロセスを教えられる人はい
なくなってしまいましたが、近年、母子健康手帳の普及を
成し遂げたインドネシアであれば、どのように開発を進め
るか、何が大変で何をするべきかを適切に教えられます。
適正技術がある農業分野をはじめ、保健、教育分野などで
も三角協力のポテンシャルが大きいと考えられています。

インドネシア政府は、日本との協力により培った知見を活
用して1994年から2016年までに31件の日本の協力か
ら派生した57件の三角協力案件を日本とともに実施して
きました。今後も、インドネシアと日本が手を携え、さまざ
まな分野でアジア・アフリカ諸国への支援を行う機会が増
えていくと考えられています。

1: 学校巡回でゴミに関する講義を行う環境教育隊員
2: 養殖開発センターで新たな技術の導入を支援する講義を行う
環境教育隊員

4: 鋳造工場で品質管理向上を支援する金属加工シニア海外ボラ
ンティア

（以上、Photo: JICA）

7: パレスチナ：集荷場の視察（以上、Photo: JICA）

5: 東ティモール：重機整備実習
6: アフガニスタン：コミュニティでの聞き取り調査実習

3: 体育学校で選抜選手に指導を行う柔道隊員

5

6 7

1

2

3 4
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共に海に囲まれた島国であり、多くの自然災害に対峙してきた日本とインドネシア。
本パンフレットで紹介してきた過去60年間の協力では、両国の類似性も踏まえ、さまざまな分野における日本の経
験をインドネシアに伝えてきた。その歴史は、日本流をそのまま導入するのではなく、日本の例を参考に、インドネ
シア流のやり方を共に考えてきた歴史である。さらには、対インドネシア協力が、日本にとって学びとなる例も生ま
れており、今後こうした協力がますます増えてくることが期待される。
ここでは、3つの事例―防災における長年の協力と、最近始まった2つの協力―を紹介する。

日本とインドネシアは同じ環太平洋火山帯に位置し、降雨量も
多いことから、災害については共通の特徴を持っている。1970
年代から現在まで、日本は火山災害に関する協力を継続してき
ている。これらの協力は、インドネシアの火山災害による被害を
軽減することを目的に実施されてきたもので、人材育成から施
設建設まで広い分野を含む。

日本では中長期的に噴火の可能性がある火山は50とされてい
るが、インドネシアでは130もの火山が活動中とされており、
火山噴火の頻度も高く、多様である。そのため、活発な火砕流・
土石流等の新たな情報や知見、砂防施設の損傷事例等は、調査
や研究を通じて、日本にもフィードバックされている。例えば、
1991年に噴火した雲仙普賢岳は、メラピ山と類似した噴火活
動であり、発生した火砕流は「メラピ型火砕流」と呼ばれている。
そのためにメラピ山での経験は、雲仙普賢岳の災害対策にも活
用することができた。国土交通省が2007年にまとめた「火山
噴火緊急減災対策砂防計画策定ガイドライン」にも採用された
事例がある。

2006年のジャワ島中部地震では、日本は住宅再建における耐
震技術の技術指導を行った。インドネシア地方政府はゴトンロ
ヨンと呼ばれる共同グループの伝統を意識した住民グループを
結成し、財政支援を受けられるような仕組みを通じて、住宅の再
建を行ってきた。一般的に、被災の程度が重い脆弱な人々にとっ
て、住宅の復旧は難易度が高く、早急な対応が困難である。しかし、
この組合を通じた互助により、1年間で10万戸を超える住宅が
復旧された。日本とは異なるアプローチの互助として、日本にとっ
ても参考となる取り組みといえる。 

60周年、そしてその先へ
共に考え、共に歩む　　日本とインドネシアの学びあい

防災への対応 ―― 学びあいの歴史

1: スメル山にて調査を行う両国の専門家
2: 日本が長年支援している砂防技術センターには、日本人研究者も訪れる

（以上、Photo: 砂防技術センター）
3: 想定を超える土石流により損傷した砂防ダム（Photo: JICA)

特集 2

2

3

ゴトンロヨンの住宅再建に協力する住民たち（Photo: 竹谷 公男 / JICA）
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インドネシアの総人口は2015年に2億5,518万人となり、総
人口に占める65歳以上の人の割合（高齢化率）は、5.2%となっ
た(世界銀行)。一方、日本の高齢化率は26.7%（2015年）で、
世界で最も高齢化が進んでいる。インドネシアはさらに早いス
ピードで高齢化が進行し、国連によると、2021年には「高齢化
社会」（高齢化率7％）に、2038年には「高齢社会」（同14％）に
なると予測されている。

高齢化は、両国に共通する喫緊の課題であり、両国の分野や制度、
対策は異なっても、経験や好事例を共有し、「共に考え、共に歩む」
協力が必要となる。

2014年に開始されたJICA技術協力プロジェクトでは、日本独
自の社会保険労務士制度をインドネシアに適した形で導入し、社
会保障制度の強化を目指している。

インドネシアでは、2010年よりコミュニティにおける高齢者
ケアが全国で開始され、各村の高齢者用のヘルスポストでは、ボ
ランティアが血圧測定や栄養・運動指導を行い、高齢者の健康を
支えている。また、高齢者のエンパワメントを図るべく、高齢者
ボランティアによる母子ケアの実施や、小規模ビジネスの立ち
上げ支援が実施されている。このような相互扶助機能を活用し
た地域福祉の充実や、高齢者の社会参加は、2025年をめどに地
域包括ケアの構築を目指している日本にとって学ぶところが多
い知見である。

高齢化社会になってから対策を開始した日本に対し、より早い
段階で対策を進めるインドネシアは、コミュニティの力を活用
することで、より優れた高齢化対策を実践できると期待される。

2015年の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」
（Sustainable Development Goals: SDGs）。2030年に向
け、経済成長、社会的包摂、環境保護の3つの要素を調和させ、「誰
一人取り残さない」世界の実現を目指している。各国は、17の
目標（ゴール）と169のターゲット達成のため、行動計画を策定し、
進捗状況をモニタリングすることが求められている。

インドネシア政府がSDGsに強いコミットメントを示している
ことを受けて、JICAは2017年1月から「SDGsの計画・運営推
進に関する情報収集・確認調査」を実施し、パイロット事業として、
SDGsの指標設定、行動計画策定、モニタリング評価システムの
構築を支援している。この調査は、JICAとして世界初のSDGs
支援案件であり、個別セクターでなく一国のSDGsへの取り組
み全体を支援している。今後は、技術協力プロジェクトに発展さ
せていく予定である。

SDGsの特徴は、2001～2015年の国連ミレニアム開発目標
(MDGs)と異なり、開発途上国だけでなく先進国を含む世界
全体を対象としていることにある。したがって、指標設定等の
個々の作業では日本のこれまでの知見を基に協力しているが、

SDGs実施体制整備についてはスタート地点は同じであり、日
本も同じ課題に並行して取り組んでいる。この点で、SDGsに
関する協力は、まさに両国が「共に歩む」協力といえる。開発途
上国のSDGs実施体制整備支援は、ゴール17「持続可能な開発
のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活
性化する」達成に向けた日本の施策とも位置づけられている。イ
ンドネシアのSDGs実施体制整備支援を通じて、お互いの経験
をリアルタイムで共有し、よりよいものとしていくことが期待
される。

ODA等事業を通じて、日本とインドネシアは、共に
考え、共に歩んできた。この歴史のなかで両国は、さ
まざまな経験を蓄積し、学びあい、深い信頼関係を築
いてきた。本パンフレットには、気候変動対策、情報
セキュリティ対策など、国際課題に対応する協力事
例や、南南協力の事例も紹介されている。これからも
両国が学びあい、さらには国際課題にも手を携えて
取り組むパートナーであり続けることが期待される。

社会保障 ―― 次世代の共通課題

SDGs実施体制整備支援 ―― 共通目標に向けたパートナーシップ

高齢者用のヘルスポストで、運動指導が行われている様子（南スラウェシ州）
（Photo: 南スラウェシ州バル県保健局）

高齢者用のヘルスポストで、血糖値を測定する様子（南スラウェシ州）
（Photo: 南スラウェシ州バル県保健局）
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JICA分野分類別・協力額実績

1954年からの技術協力の累計実績額は3,510億8,100万
円。分野分類別実績のある1988年からのデータからは、小分
類では行政（316億7,200万円、12.0％）、人的資源（313
億1,900万円、11.8 ％）、運輸交通（303億3,000万円、
11.5％）、農業（260億8,100万円、9.8％）、社会基盤（197
億1,600万円、7.4％）の順で、この5分野で実績額の約半分を
占めていることが分かる。

●技術協力 協力額実績（1979〜2016年度）

データで見る日本の協力
インドネシアに対する日本の協力の足跡

■ 計画・行政　■ 公共・公益事業　■ 農林水産　■ 鉱工業　■ エネルギー　■ 商業・観光
■ 人的資源　■ 保健・医療　■ 社会福祉　■ その他　■ 分野分類不明

出所：JICAデータより作成

1960年からのインドネシアに対するODA累計実績（支出
総額）は873億353万ドル。そのうち、日本は45％（392
億4,244万ドル）を拠出し、他の援助国・機関を大きく引き離
している。2位はドイツ（10%、83億7,462万ドル）、以下、
アメリカ（9%、80億5,229万ドル）、オーストラリア（7%、
65億2,723万ドル）と続く。

●対インドネシアODA累計実績（支出総額）の
　援助機関別割合（1960〜2016年）

ODA累計総額

出所：OECDデータより作成
注：世界銀行IBRD及びアジア開発銀行による通常資本財源（OCR）融資は含まない。
これらを含むと、目安として、日本、世界銀行、アジア開発銀行の3者が全体の3分の1程
度ずつとなる。

カナダ 2％（1,398）

オランダ 5％（4,070）

フランス 4％（3,905）

イギリス 2％（1,655）

ドイツ 10％（8,375）

アメリカ 9％（8,052）

EU 2％（1,541）

アジア開発銀行 2％（1,905）
国連 2％（1,901）

世界銀行 3％（2,848）

その他 7％（5,884）

オーストラリア 7％（6,527）

日本 45％（39,242）
（百万米ドル）

国際緊急援助隊（Photo: 今村 健志朗 / JICA）
生物学研究センターの標本管理体制及び生物多様性保全のための
研究機能向上プロジェクト（Photo: 今村 健志朗 / JICA）

（百万円）

（年度）
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 2015 2016

1960年以降の対インドネシア政府開発援助（ODA）累
計総額のうち、45％を占める日本は、インドネシアの最
大の援助国である。援助機関別の対インドネシア ODA
累計総額、JICA分野分類別の日本の協力額実績（技術協
力、有償資金協力、無償資金協力の3つのスキーム別）、
そしてJICA研修員受入人数とJICA専門家派遣実績は、
以下のとおりである。
( 分野分類は、本パンフレットのセクター分類とは異なる)。

はじめに
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JICA 分野分類別・研修員受入、専門家派遣実績

JICA研修員受入の累計実績人数は4万4,023人。小分類では、
人的資源（10,057人、22.8％）、行政（8,459人、19.2％）が
多く、保健・医療（4,828人、11.0%）、工業（3,372人、7.7％）、
農業（2,705人、6.1％）と続いている。

JICA専門家派遣の累計実績人数は1万7,459人。小分類では、
行政（2,561人、14.7%）、人的資源（1,698人、9.7％）、社
会福祉（1,661人、9.5％）、農業（1,564人、9.0％）と続いて
いる。2004年の社会福祉の専門家派遣が突出しているが、こ
れはスマトラ沖大地震・インド洋津波に派遣された国際緊急援助
隊（自衛隊チームを含む1,111名）が含まれているためである。

■ 計画・行政　■ 公共・公益事業　■ 農林水産　■ 鉱工業　■ エネルギー　■ 商業・観光
■ 人的資源　■ 保健・医療　■ 社会福祉　■ その他
注：実績にはインドネシアで研修を受けた第三国研修員も含まれる。

■ 計画・行政　■ 公共・公益事業　■ 農林水産　■ 鉱工業　■ エネルギー　■ 商業・観光
■ 人的資源　■ 保健・医療　■ 社会福祉　■ その他

1977年からの無償資金協力累計実績額は1,756億5,000
万円。小分類では、農業（547億2,000万円、31.2％）が突出
しており、保健・医療（237億7,000万円、13.5％）、人的資源

（223億6,600万円、12.7％）、運輸交通（178億6,500万
円、10.2％）、公益事業（124億4,900万円、7.1％）まで合わ
せると、5分野で実績額の約4分の3を占めている。

●無償資金協力 協力額実績（1977〜2016年度）

■ 計画・行政　■ 公共・公益事業　■ 農林水産　■ 鉱工業　■ エネルギー　■ 商業・観光
■ 人的資源　■ 保健・医療　■ 社会福祉
注・実施促進は E/N 供与限度額、実施監理は G/A 締結額ベース。
　・1968年度から1976年度までの実績はデータベースに反映されていないため掲載しない。
　・2014 〜2016年度は、JICA実施分の無償資金協力案件はない。

出所：JICAデータより作成

●JICA研修員受入 人数実績（1954〜2016年度） ●JICA専門家派遣 人数実績（1957〜2016年度）

出所：JICAデータより作成 出所：JICAデータより作成

1961年からの有償資金協力累計実績額は5兆75億800
万円。小分類では、商品借款等（1兆2,358億7,500万円、
24.5 ％）が 突出して おり、発電所（6,741億1,700万円、
13.5％）、灌漑・治水・干拓（5,874億2,300万円、11.7％）、
鉄道（4,256億4,600万円、8.5％）、道路（3,573億5,900
万円、7.1％）と続く。有償資金協力のうち、海外投融資は
1961年、円借款は1968年から開始された。

●有償資金協力 協力額実績（承諾額）（1961〜2016年度）

■ 電力・ガス　■ 運輸　■ 通信　■ 灌漑・治水・干拓　■ 農林・水産業　■ 鉱工業
■ 社会的サービス　■ 商品借款等　■ その他

出所：JICAデータより作成
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インドネシアで実施されたODA事業の振り返り
インドネシアに対する日本の協力の足跡

1

2

3

4

5

5: インドネシアで広がる日本の母子健康手帳
80％以上の妊産婦が母子健康手帳を利用しているインドネシア。ジョグジャカルタ特別州では、
尾﨑 JICA国際協力専門員が、母親が健康な子どもを育めるよう、母子保健実践について説明を行った。
健康な子どもを育み、次世代を強化するために貢献している（Photo：今村 健志朗 / JICA）

4: 自然環境保全に向けた研究協力
中部カリマンタン州で実施された科学技術協力「泥炭・森林における火災と炭素管理プロジェクト」。タルナの
植物栽培園では、泥炭地に向くと考えられる、フタバガキ科の植物を試験的に栽培している

（Photo: 谷本 美加 / JICA）

1: MRTのトンネル内部
ジャカルタMRT建設事業は日本のシールド工法を活用して建設が進められている。日本人技術者の技術移転
を受けた100名のインドネシア人技術者がトンネル掘削マシンを操る。JICAは本事業を通じて施設の建設の
みならず、技術移転（インドネシア側の能力向上）にも貢献している（Photo: 清水建設株式会社）

3: 環境教育を行うJICAボランティア
ジャワ島の国立公園グデ山の山麓にある小学校で、ゴミの種類や分別に関する授業を行う環境教育隊員

（Photo: 環境林業省国立公園管理局）

2: 世界25カ国で使用されている母子健康手帳
日本政府によって支援されてきた母子健康手帳は世界の多くの国で活用されている。インドネシアと日本は、
パレスチナ、東ティモール、ベトナム、ウガンダ、ケニア等、25カ国に対し、南南・三角協力を実施。
母親と子どもの健康増進に関する知識と経験を共有している（Photo: JICA）
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12: 鑑識技術を学ぶインドネシア人警察官
日本の警察庁からの専門家による指導の下、犯罪現場における指紋採取・検出を実践（Photo: JICA）

10: 排水トンネル貫通を喜ぶ技術者たち
インドネシアで最初の流域全体開発の成功例となったブランタス川流域開発。日本人技術者によるインドネシア
技術者への技術移転は、緊密な信頼関係を構築し、”ブランタス魂”という言葉によって表現された

（Photo: 日本工営株式会社）

9: ジャカルタのスマンギ交差点 
インドネシアで初めて開催したアジア大会にあわせ、スカルノ初代大統領のイニシアティブで建設されたスマン
ギ交差点。建設には、日本の戦後賠償資金が用いられた（Photo: 撮影者不明）

6: 日本の高い建設技術によるMRT 建設 
インドネシア初の地下鉄区間を含むジャカルタ MRT 建設事業では、日本製のトンネル掘削マシーンを使用し建
設が進められている（Photo: JICA）
7: 柔道を教えるボランティア
ジャカルタの柔道場で学生に柔道を指導する JICA ボランティア（Photo: JICA）
8: 日本の施工管理技術を駆使したMRT建設
ジャカルタ MRT 建設事業では、日本の高い施工監理技術を駆使し、既存の交通インフラへの影響を最小限にとど
めた工事が進められている（Photo: 清水建設株式会社）

11: サマリンダにおける職業訓練
東カリマンタン・サマリンダ職業訓練センターでシミュレーション用の画面を見ながら、水路修復用重機の操作演
習をする東ティモール農林水産省からの研修員 (Photo: JICA)
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